
◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

10

○府の防災拠点施設（庁舎、警察
署、避難所等）の耐震化を計画的に
進める
＜防災拠点全体で耐震化率100％を
目指す＞

●危機管理
部、総務
部、施設所
管部局

耐震化率
R2:93.1％、R3:93.4％、R４：
93.9％（暫定値）

○ ○ ○

11

○市町村防災拠点施設の耐震化を計
画的に進める
＜防災拠点全体で耐震化率100％を
目指す＞

●危機管理
部、市町
村、消防組
合

耐震化率
R2:94.1％、R3: 94.8％、R４：
95.6％（暫定値） ○ ○ ○

12

○警察本部、警察署の耐震化を図る
＜令和6年度までに90％を目指す＞

●警察

【耐震化状況】　R４年度　 ７７．
７％（２１/２７）
・耐震改修による警察署等の耐震化
は平成27年度で終了。以後は建て替
えによる耐震化を推進。
・R２年度、警察本部新庁舎運用開
始に伴い、警察本部旧本館等の運用
を廃止。
・R３年度は宇治警察署建替工事に
係る実施設計を進めた。
・R4年度は、宇治警察署建替工事を
開始し、舞鶴警察署の建替工事に係
る基本計画を策定。

○ ○ ○

14
○公立小・中学校の耐震化を進める
＜耐震化率100％を目指す＞

市町村、●
教育庁

非木造の耐震化
 100.0%（R3年４月１日現在） ○ ◎ ◎

15

○公立高校の耐震化を進める
＜耐震化率100％を目指す＞

●市町村、
●教育庁

非木造の耐震化
R3年度（令和3年４月１日現在）
　府立高校　100％
　市立高校　94.4%
 
R4年度（令和4年４月１日現在）
　府立高校　100％
　市立高校　94.4%
 

○ ○ ○

16

○私立学校（幼・小・中・高）の耐
震化を進める
＜できるだけ早期に耐震化率100％
を目指す＞
・H21年度創設の「私立学校施設緊
急耐震化支援事業」（府独自で1/6
を国制度に上乗せ補助）により耐震
化を推進

●文化生活
部、私学

・耐震化率
　91.0％（令和２年４月１日現在）
  91.9％（令和３年４月１日現在）
  92.5％（令和４年４月１日現在）
・私立学校施設緊急耐震化支援事業
　 R２実績　16,635千円（中高２校
２棟、幼稚園１園１棟）
　 R３実績　42,998千円（小中高４
校４棟）
 　R４見込　48,240千円（小高２校
２棟）

○ ○ ○

19

○公立幼稚園の耐震化を進める
＜耐震化率100％を目指す＞ ●教育庁、

市町村

非木造の耐震化
　91.6% （R3年４月１日現在）
  93.8% （R4年４月１日現在）

○ ○ ○

＜数値目標一覧＞ 資料３－３



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

20

○公立学校のつり天井対策を進める
とともに、その他の非構造部材等に
おいても耐震化を促進する
＜公立小・中学校のつり天井対策の
完了を目指す＞
・長寿命化計画の推進にあわせ非構
造部材の耐震化を進める
・公立学校のブロック塀対策を進め
る

●教育庁、
市町村

○吊り天井対策が必要な棟数
４棟(R3.4.1)→４棟(R4.4.1)
  (４棟内訳)
  小・中:４棟 ※幼、高、特支は0棟

○吊り天井等以外の非構造部材の耐震
対策
幼:74.6 小・中:69.1% 高:15.4% 特
支:36.4%
（令和３年４月１日現在）
幼:85.2% 小・中:73.1% 高:29.2%特
支:56.5%
（令和４年４月１日現在）

○ブロック塀等の安全対策
　（「外観に基づく点検、又はブロッ
ク内部の点検の結果、安全性に問題が
あるブロック塀等を有する学校」及び
「点検が未完了の学校」の数）
197校(R2.9.1現在)→147校(R3.10.1現
在)
  （147校内訳）
    幼:５園 小・中:113校 高:22校 特
支:７校

○ ○ ○

22

○社会福祉施設の耐震診断、耐震改
修を進める
＜社会福祉施設の耐震化率95.2％を
目指す＞
・公立及び私立の社会福祉施設の耐
震化を促進
・研修、法人指導監督等の様々な機
会を捉え、施設の耐震化等の推進を
指導

●健康福祉
部、●危機
管理部、施
設管理者
（市町村、
各法人等）

・府・市町村立の社会福祉施設の耐
震化率　R2.3月末：90.5%
（全国平均R2.3月末：92.2%）
・民間社会福祉施設長研修会を開催
し、施設の耐震化等の非常災害対策
に係る情報発信・指導実施（R3:143
名）

　（こども・青少年総合対策室分）
　令和３年3月末時点の調査
 298/324施設（91.97％）
　令和４年3月末時の耐震化率を令
和５年３月に調査。公表は令和６年
度

○ ○ ○

23

○京都府及び市町村において、次期
建築物耐震改修促進計画の見直しを
する
＜令和２年度に府計画の中間見直し
を実施する＞
・市町村に計画の見直しを働きかけ
る

●建設交通
部、市町村

H28年３月に京都府建築物耐震改修
促進計画を策定、H29年２月に一部
改定、R３年３月に一部改定。改訂
時期を迎えている市町村に適宜改定
の働きかけ。

◎ ◎ ◎

26

○市町村立の大規模集客施設（文化
会館、公民館等）の耐震改修を進め
る
＜耐震化率100％を目指す＞

●危機管理
部、市町村

・市町村立の公共施設（文化府民会
館・公民館等）の耐震化率
　R2:74.9％　R3:75.1％、
R4:76.9％（暫定値）
・市町村立の公共施設（体育館）の
耐震化率
　R2:93.8％　R3:93.7％、
R4:93.4％（暫定値）

○ ○ ○

32

○公共施設等総合管理計画に基づ
き、公共施設等の適正な維持管理を
行う
・様々な府の施策について点検・改
善を図るとともに、府有施設の長寿
命化やアセットマネジメントを推進

●総務部、
教育庁

R2:全16類型の個別施設計画が策定
完了
R3:公共施設等総合管理計画を改定
完了
R4:策定した公共施設等総合管理計
画（公共施設等管理方針）と個別施
設計画に基づいた公共施設等の適切
な維持管理を実施

◎ ○ ◎



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

33

○府管理の緊急輸送道路の改良整備
を進める
＜緊急輸送道路ネットワーク計画を
更新する＞
＜緊急輸送道路改良率90％を目指す
＞

●建設交通
部

・令和4年3月に緊急輸送道路ネット
ワーク計画を見直しており、それに
伴い、府管理の緊急輸送道路の延長
が変更。
・R2年度末　改良率89%（全657km中
585.9km）
・R3年度末　改良率89%（全657km中
587.9km）
・R4年度末　改良率89%（全706.5km
中634.2km）

○ ○ ○

34

○府管理の緊急輸送道路の道路橋の
耐震改修を進める
・被災後も速やかな通行が可能な耐
震対策を進める＜令和6年度までに
19/27橋の完了を目指す＞

●建設交通
部

R2:27橋のうち、４橋にて事業着手
済み
R3:27橋のうち、４橋にて事業中
R4:27橋のうち、3橋について事業完
了。残る24橋のうち21橋について事
業中

○ ○ ○

36

○府管理の緊急輸送道路における法
面防災対策を進める
＜五箇年で緊急輸送道路の法面総点
検要対策箇所15箇所の工事完了を目
指す（令和6年度までに135/152箇
所）＞

●建設交通
部

R2：2箇所工事完了（122/152箇所）
R3：3箇所工事完了（125/152箇所）
R4：3箇所工事完了（128/152箇所）

○ ○ ○

37

○京都縦貫自動車道の４車線化を進
める
＜園部IC～丹波IC間 ４車線化事業
着手＞

●建設交通
部

R元年9月に国土交通省により策定さ
れた、「高速道路における安全・安
心基本計画」にて、園部IC～丹波IC
間が4車線化の優先整備区間に選定
された。
京都府として、継続的に必要性をア
ピールし、事業着手を要望している
ところ。

△ △ △

38
○新名神高速道路を全線開通する

●建設交通
部

全線開通に向けて、継続事業中
○ ○ ○

40

○緊急交通路指定予定路線等におけ
る信号機電源付加装置の整備を進め
る
＜令和６年度までに250箇所整備＞ ●警察

信号機電源付加装置整備
　R２：64箇所
　R３：55箇所　〔119/250箇所整
備〕
　R４：52箇所　〔171/250箇所整
備〕

○ ○ ○

41

○孤立集落の発生を防止するための
防災対策を進める
＜五箇年で孤立集落を発生させるお
それのある法面総点検要対策箇所5
箇所の工事完了を目指す＞
＜令和2年度までに集落まで迂回路
がない道路に架かる道路橋6橋につ
いて耐震対策の完了を目指す＞

●建設交通
部

＜法面要対策箇所＞
R2:2箇所工事完了、R3:1箇所工事完
了、R4：1箇所工事完了
＜道路橋＞
R2年度
6橋のうち、4橋にて事業完了。残る
2橋について、事業着手済み
R3年度
6橋のうち、4橋にて事業完了。残る
2橋について、設計完了
R4年度
6橋のうち、4橋にて事業完了。残る
2橋について、対策工事中

○ ○ ○

44

○低地地域の河川施設の耐震化を進
める
＜城陽排水機場の工事に着手＞
※天津神川 府道交差部・防賀川交
差部、馬坂川 府道交差部は完了
※天神川 JR交差部は終了

●建設交通
部

・城陽排水機場
　概略検討を実施
・新川・西羽束師排水機場
  耐震化の補助事業化に向けて長寿
命化計画の策定に着手

○ ○ ○



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

48

○京都舞鶴港の港湾エリアで自立的
エネルギー利用を実現する
＜自立分散型リソース、エネルギー
マネジメントシステムの導入＞

●総合政策
環境部

H30年度
国際ふ頭に太陽光発電設備及び蓄電
池等を導入し、停電時の電力供給体
制を構築。
R2年度
京都舞鶴港の前島ふ頭において、再
エネ導入及び利活用を通じたふ頭の
魅力・機能向上を目的に基本計画を
策定。
R３年度
ハード整備に向け、エネルギーマネ
ジメントの仕組み等を検討し、事業
実施計画を策定。
R4年度
事業実施計画に基づき、将来導入す
る予定の再エネを活用した取組の実
証と効果検証を実施

○ ○ ○

49

○漁港施設の耐震対策を進める
＜舞鶴漁港におけるBCPを策定する
＞
・機能診断結果に基づき、関係者と
の協議を踏まえて、防災減災対策を
進める

●農林水産
部

・舞鶴漁港ＢＣＰの策定に向けて舞
鶴市、漁協他と舞鶴漁港ＢＣＰ協議
会を設立し、発災に備えてマニュア
ル等策定中 ○ ○ ◎

50

○鉄道駅の耐震化を進める
＜高架橋の耐震化を進める＞

●建設交通
部、鉄道事
業者

補助事業を通じ、交通事業者による
高架橋等の耐震化事業の状況を把握
（特定鉄道等施設に係る耐震補強に
関する省令で耐震補強が求められて
いる施設）
駅舎　59駅中59駅（整備済）
高架橋柱　R2:557本中302本、
R3:557本中400本、R４:557本中５１
４本 ＊ＪＲ除く（ＪＲは整備済）

○ ○ ○

51

○急傾斜地に係る土砂災害警戒区域
（約10,200箇所）の内、要対策箇所
(2,258 2,260箇所）の対策工事を進
める
＜令和6年度までに工事完了　20箇
所＞

●建設交通
部

R2:２箇所完了（2／20箇所完了）
R3:２箇所完了（4／20箇所完了）
R４:１箇所完了（５／20箇所完了）

○ ○ ○

52

○ため池の防災・減災対策を進める
＜令和６年度までに、集中的かつ計
画的に、改修すべきため池の整備に
着手する（10箇所程度）＞
・防災重点農業用ため池に係る防災
工事等の推進に関する特別措置法に
基づき策定した「京都府防災重点農
業用ため池に係る防災工事等推進計
画」により、ため池の老朽度や耐震
性能等を調査し、必要な整備を進め
る
・農業用水源として未利用のため池
については、廃止又は適切な管理者
に移管する

●農林水産
部、市町村

（旧目標値に対する実績）
・ため池整備実施
　R2:19箇所、R3:15箇所、R4:12箇
所
・ため池廃止工事実施
　R2:2箇所、R3:6箇所、R4:3箇所
（新目標値に対する実績）
・R3～R4:ため池の老朽度や耐震性
能等の調査実施
　【詳細】
　・劣化状況評価　対象約600箇所
のうち約590箇所（暫定値）で評価
済み
　・地震豪雨耐性評価　対象約550
箇所のうち約50箇所（暫定値）で評
価済み
・R3:上記調査を経て１箇所で工事

○ ○ ○



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

53

○山地災害危険地区（5,072地区）
の内、危険度の高い400地区の整備
を進める
＜令和6年度までに100地区の整備を
行う＞

●農林水産
部

・山地災害危険地区の危険度の高い
地区において治山事業を着手
　R2:5地区、R3:5地区、R4:3地区

○ ○ ○

54

○大規模盛土造成地の宅地耐震対策
を進める
・盛土の造成年代や現地状況の調査
結果を基とした二次スクリーニング
の優先度を評価した台帳を整備する
＜令和6年度までに1,278件＞
・台帳を二次スクリーニングの基礎
資料や災害の予防保全等に活用する ●建設交通

部

R2年度
盛土の造成年代を記載した台帳を全
箇所整備済
R3年度・R4年度
南海トラフ地震の想定震度等を勘案
し早期に着手すべき市町より順に、
現地調査に着手
R3年度完了：162箇所（向日市、長
岡京市、大山崎町、京田辺市）
R4年度予定：712箇所（宇治市、城
陽市、八幡市、宇治田原町、久御山
町、木津川市、精華町、和束町、笠
置町、亀岡市、南丹市、京丹波町、
舞鶴市）
※ 数量及び市町数は発注ベース

◎ ○ ○

55

○府営水道施設の耐震化を進める
＜令和4年度までに宇治系送水管路
の耐震化対策の完了（基幹管路耐震
適合率54.3％）＞
・送水管路の耐震化の実施

●総合政策
環境部

宇治系送水管路の耐震化に取り組
み、工事継続中
・送水管路耐震化率：R2：47.3%、
R3：47.3%

○ ○ ○

56

○各市町村が管理する上水道施設の
耐震化を進める
＜全市町村で上水施設（基幹管路・
水道施設）の耐震化計画を策定＞
・基幹管路、浄水施設、配水池の耐
震化の推進

●建設交通
部、市町村

・上水道施設の耐震化を完了又は耐
震化計画を策定している市町村
　基幹管路：R1:14、R2:16、
R3:16、
　水道施設：R1:16、R2:16、R3:17
・基幹管路耐震適合率：
R1:38.1％、R2:38.9％、R3:39.9％
・浄水施設耐震化率：R1:50.6％、
R2:52.4％、 R3:52.4％
・配水池耐震化率：R1:46.2％、
R2:48.2％、 R3:53.1％

○ ○ ○

57

○流域下水道施設についての耐震化
を進める
＜令和6年度までに地震対策上重要
な下水管渠における地震対策実施率
65％を目指す＞
・４つの流域下水道における終末処
理場の処理施設及び幹線管渠の耐震
化

●建設交通
部

下水道管渠地震対策実施率
61.9％（令和2年度末）、61.9％
（令和3年度末）
R2・3・4:宮津湾流域下水道　幹線
管渠二条化 ○ ○ ○

59

○工業用水道施設の耐震化を進める
＜令和6年度までに長田野工業団地
内の配水管路の耐震化率10％＞

●建設交通
部

R2:調査・設計　R3から工事着手
（継続中）

○ ○ ○

60

○循環型社会形成推進交付金等を活
用し、市町村等の廃棄物処理施設の
耐震化を進める
＜耐震化率　100％＞

●総合政策
環境部、市
町村等

循環型社会形成推進交付金等の活用
により、耐震化施設の整備。
・耐震化率    R2:95.6%、
R3:93.6%、R4:94.8%

○ ○ ○

66

○電力・通信施設の地震防災対策を
進める
・京都府無電柱化推進計画に則り、
府管理道路における無電柱化の実施
＜５箇年で10kmの無電柱化に着手＞

●建設交通
部

R2：1.7kmの無電柱化に着手
R3：0.2kmの無電柱化に着手
R4：0.8kmの無電柱化に着手

○ ○ ○



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

76

○落下対象物（外壁のタイル、窓ガ
ラス、広告塔等）の地震に対する安
全性を確保する
＜全市町村で屋外広告物の許可更新
時の安全点検報告書の提出を義務づ
ける＞
・点検等の重要性を啓発する
・事業者における落下対象物の安全
性確保対策の推進

●危機管理
部、●建設
交通部、市
町村、施設
所有者

R2年度
・屋外広告物の安全点検報告に関す
る実施状況を各市町村へ照会した上
で、取りまとめを実施。21/25市町
村で提出を義務付け。
R3年度
・屋外広告物の安全点検報告に関す
る実施状況を各市町村へ照会した上
で、取りまとめを実施。23/25市町
村で提出を義務付け。
R4年度
・屋外広告物の安全点検報告に関す
る実施状況を各市町村へ照会した上
で、取りまとめを実施。24/25市町
村で提出を義務付け。

○ ○ ○

78

○避難場所として都市公園等の公共
空地の整備を進める
＜公園整備完了　10公園＞
・土地区画整理事業、まちづくり交
付金事業、都市公園防災事業等の活
用

危機管理
部、●建設
交通部、市
町村

R2年度
・10公園を整備中
R3年度
・1公園を供用（R3.8お茶と宇治の
まち歴史公園（宇治市））
R4年度
・3公園を供用（亀岡駅北1,2,4号公
園）
・6公園を整備中

○ ○ ○

83

○公共施設等総合管理計画に基づ
き、公共施設等の適正な維持管理を
行う
・様々な府の施策について点検・改
善を図るとともに、府有施設の長寿
命化やアセットマネジメントを推進

●総務部、
教育庁

R2:全16類型の個別施設計画が策定
完了
R3:公共施設等総合管理計画を改定
完了
R4:策定した公共施設等総合管理計
画（公共施設等管理方針）と個別施
設計画に基づいた公共施設等の適切
な維持管理を実施

◎ ○ ◎

90

○自主防災組織の活性化を支援する
　＜自主防災組織率100%を目指す
（令和2年度）＞
例）・パンフレット等の作成・活用
等
・自主防災組織の広報・啓発の実施
・研修、講演会、自主防災組織等連
絡会議の開催
・防災訓練の実施
・防災資機材の整備の支援
・優良団体の表彰及び優良事例の府
HPによる紹介
・優良な取組事例集の作成
・家具転倒防止対策の支援

●危機管理
部、●市町
村

・自主防災組織率　90.6％（R1）、
90.4%(R2)、90.4%(R3)
・自主防災組織の結成や活動内容に
ついて説明した自主防災組織ハンド
ブックを作成（H27）し、希望する
自主防災組織や市町村に配布。
（H28～）
・自主防災リーダー等を対象とした
研修、講演会等の実施（職員派遣）
・自主防災組織、市町村職員等を対
象とした京都府防災講演会を開催
（R2：1回、R3：１回、R4：１回）
・避難行動タイムライン作成ワーク
ショップを開催（R2：1地域）

○ ○ ○

98

○消防団が活発に活動する地域づく
りを進める
・実践的な訓練を取り入れ、救助等
専門チームを設置するなど機能強化
・府立消防学校による消防団員の教
育訓練
・消防団員OBの活用を図る
・消防団応援の店登録店舗数の増加
＜令和6年度までの増加数 計500店
舗＞

●危機管理
部、市町村

・ふるさとレスキュー隊　府内27地
域
・消防学校にて専科教育及び幹部教
育を実施。
・消防団員ＯＢ制度について登録を
拡充
・消防団応援の店登録店舗数：
R2:266店舗
 
R3:274店舗
 
R4:281店舗

○ ○ ○



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

101

○避難時の声掛け体制を構築する
・避難時の声掛け人材の育成を進め
る＜令和4年度までに500人育成＞ ●危機管理

部

・災害時避難行動円滑化事業
R2:120人育成、計494人
R3:11/19　防災講演会(３４名)
R4:11/13　防災講演会(２９名)
計５５７人

○ ◎ ◎

109

○災害ボランティアセンターの人材
育成・充実を図る
・府災害ボランティアセンターにお
ける初動支援チーム育成
・市町村災害ボランティアセンター
の充実＜全市町村センターで府セン
ターと連携した設置運用訓練を実施
＞

●健康福祉
部、市町
村、府災害
ボランティ
アセンター

・市町村災害ＶＣ訓練支援（R2:5市
町、R3:3市町、R4：4市町）
・トップセミナー（R2:０回、R3:１
回、R4：0回）
・防災学習（R2:２回、R3:０回）
・初動支援チーム養成講座（R2:3
回、R3:3回、R4：3回）
・人材育成研修（R2:8回、R3:７
回、R4：8回）

○ ○ ○

111

○様々なチャンネルや啓発を通じて
企業・大学の共助活動を促進する
例）・企業内備蓄の推進
・災害発生時の従業員・学生の帰宅
困難者対策の検討・実施
・地域の防災訓練への積極的な参加
・地域の防災組織との連携強化
・従業員・学生の消防団活動への理
解の促進
・従業員・学生の災害ボランティア
活動への理解の促進
・新たな業態や地域サービスによる
防災活動への支援
・消防団応援の店登録店舗数の増加
＜令和6年度までの増加数 計500店
舗＞

●危機管理
部、企業、
大学、地
域、市町村

・長田野工業団地で京都ＢＣＰ（連
携型BCP）の取組を開始、検討委員
会で検討中。（H27～）、備蓄物の
情報共有（H28）、ハザードマップ
の作成（H30～）、団地災害対策本
部設置要領検討（R2）、官民連携
ワークショップ（危機発生時の対応
力強化）の実施及び官民連携BCP交
流会の開催（R３）
・大学生の防災意識の向上と消防団
の若手団員確保に向けた大学生消防
防災サークル支援事業（京都学生Ｆ
ＡＳＴ）を推進
・大学でサークルを立ち上げ、消防
団などと連携して防火・防災活動を
実施　R4:13大学
消防団応援の店登録店舗数：Ｒ２
266店舗　R３　259店舗 R４　281店
舗
・関西広域連合を中心に災害時帰宅
困難者支援協定を締結したコンビニ
事業者等へ、関西広域連合のステッ
カー・ポスターの配布を実施してい
る

○ ○ ○

112

○災害看護ボランティア登録者数の
増加を図る
＜登録人数（総数） 180人＞

●府看護協
会

災害支援ナース登録者　R2:122名、
R3:126名令和4年143名
災害救援看護ボランティア登録者
R2:157名、R3:160名
令和4年：161名

○ ○ ○

114

○緊急地震速報や南海トラフ地震臨
時情報について啓発する
＜（令和６年度までの５年間で）訓
練での広報を6回、講演等を20回実
施する＞

●京都地方
気象台

・防災訓練、講演、WEBを通じて緊
急地震速報や南海トラフ地震臨時情
報について、普及活動を実施
防災訓練：R2:0回、R3:0回、R4：2
回
講演：R2:1回（資料のみ）、R3:4回
（リモートや出先で実施）、R4：6
回（リモートや出先で実施）
・京都新聞取材対応、記事掲載
(R4.5.13朝刊)

○ ○ ○

119

○防災重点農業用ため池においてハ
ザードマップの作成を進める
＜令和5年度までに全ての防災重点
農業用ため池（613箇所）のハザー
ドマップを作成する＞

●農林水産
部、市町村

・ハザードマップ作成状況
　R2:108箇所　R3:114 91箇所
R4:61箇所（暫定値） 累計約540箇
所

○ ○ ○



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

125

○外国人が参加する訓練や外国人を
支援する災害時ボランティア研修に
継続して取り組む
＜現地災害多言語支援センター運営
研修・訓練を実施する市町村数の増
加＞
＜災害時外国人サポーターの増加
令和6年度までに計50人＞
・外国人を対象とする訓練を市町村
等と連携して拡大させる
・災害時に外国人を支援する災害時
ボランティアの研修を継続して実施
する
・災害時外国人サポーター登録者を
増加する
・災害時外国人サポーターのレベル
アップ

●知事室長
Ｇ、(公財)
京都府国際
センター、
危機管理
部、市町村

・ 災害時外国人支援ネットワーク会議
　R２:３回、R３:３回 R4：3回
・災害時地域外国人支援体制確認会議
　R３:北部会議１回、南部会議１回　計４
８名参加
・外国人向け防災研修
　R３:亀岡総合防災フェスタ（亀岡市）
　　　やさしい多文化防災セミナー(綾部
市）
　R4:令和4年度京都府総合防災訓練（精華
町）
　宇治市防災訓練（宇治市）
　「共に学ぶ災害への備え」宮津市多文化
共生防災教室」（宮津市）
　外国人住民向け防災訓練（舞鶴市）
・現地災害多言語支援センター運営研修・
訓練
　R2:１月に亀岡市で実施予定であったが
中止
　R5・3月に開催
・外国人留学生防災体験研修
　R2:3大学+JICA　計9回　207名
　R３:２大学　計５回　２２３名
　R4：3大学　計4回　127名
・府内企業等防災講座
　R２：1企業　4回　4名（当初5回予定で
あったが1回は中止）
　R4：1企業　4回　25名
・災害時外国人サポーター研修
　R2:３回　登録者数34名、R３:４回　登
録者数３１名
　R4: 2回　登録者数30名

○ ○ ○

131

○被災時の女性のための相談体制づ
くりを進める
・府及び市町村の男女共同参画セン
ター等のネットワーク会議の開催
・女性相談員の育成研修の実施＜災
害時女性相談サポーター養成講座受
講者数　計75名＞
・女性警察官の対応能力の向上

●文化生活
部、●警察

・男女共同参画センターネットワー
ク会議を開催（年１回）
・災害時女性相談サポーター養成講
座受講者数
R2:13名、R3:27名 R4:35名（R4まで
の合計受講者数）
【警察】
・女性特別機動隊教育訓練におい
て、災害警備を想定した図上訓練を
実施（Ｒ３、Ｒ４）

○ ○ ◎

134

○木造住宅の耐震診断・改修に係る
専門技術者の養成・登録を進める
＜診断士数が少ない南丹地域、山城
地域においても診断士登録講習会を
実施＞ ●建設交通

部、市町村

木造住宅耐震診断士を養成し、現在
の登録者数　1,663名
　（H27:10名、H28:13名、H29:11
名、H30:37名、R元:７名、R２:0名
(COVID-19の影響で講習会中止)、R
３:14名、R4：11名）
＊R４:府内全域を対象として、WEB
により診断士登録講習会を実施

△ ○ ○



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

135

○木造住宅等の耐震改修を進める
＜令和6年度までに耐震化率を95％
に近づける＞
・業界団体と耐震改修助成制度等の
周知や住宅の耐震化方策に係る意見
交換を実施し、より使いやすい耐震
改修の支援を検討

●建設交通
部、危機管
理部、市町
村

・住宅の耐震化率74.2%（H15年）→
78%（H20）→81％
（H25）→87％（H30）
・住宅の耐震化率については、建築
物耐震改修促進計画でR7年 95％に
設定
・制度実施市町村
本格改修　全市町村で実施（H23年
度以降）
簡易改修　全市町村で実施（H29年
度以降）
・耐震改修補助件数
㉑57戸、㉒176戸、㉓147戸、㉔269
戸、㉕286戸、㉖183戸、㉗184戸、
㉘188戸、㉙145戸、㉚214戸、R元
204戸、R2 165戸、R3 143戸、R4
100戸（R5.1末時点）
・簡易改修補助件数
㉔647戸、㉕464戸、㉖602戸、㉗868
戸、㉘732戸、㉙764戸、㉚1,096
戸、R元868戸、R2 651戸、R3 591
戸、R4 65戸（R5.1末時点）

○ ○ ○

136

○住宅関連業界団体と連携し、補助
制度の周知や出前講座等によるリ
フォームの際の耐震改修等を啓発を
実施する
＜耐震に関する啓発活動を5ヵ年で
50回実施＞
・住宅耐震改修助成制度や税制優遇
措置等の周知

●建設交通
部

・R４年度は耐震フェアなど対面で
の普及啓発を再開
＜例年実施のイベント等＞
・地震につよい住まいづくり推進
フェア等
　（H27,H28,H29,H30,R元,R３,R
４）
・各地のお祭り等で耐震フェア（多
数開催）
・各地の防災訓練で耐震フェア（多
数開催）

△ ○ ○

138

○府営住宅の耐震化を進める
・耐用年限を超過した木造・簡易耐
火構造の住宅や昭和45年以前に建設
された耐火構造の住宅について、計
画的に建替や集約等を実施する
＜令和6年度までに向日台団地及び
城南団地の工事着手＞

●建設交通
部

・H7年度にタイプ別（建築年次、構
造形式）に代表的な住棟で抽出診断
し、早急に改善を必要とする建物は
ないことを確認。
R３年度
・芥子谷団地（第Ⅱ期）建替完了
・向日台団地　測量実施完了
R４年度
・芥子谷団地　道路改良完了
・向日台団地　PFI事業者決定、事
業着手
・城南団地　基本計画実施中、測量
実施中

○ ○ ○



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

139

○各市町村等と連携して家具の固定
化等の室内安全対策等を進める
＜家具固定率65％を目指す＞
＜令和6年度までに減災化住宅
（注）率を97％に近づける＞
　（注）減災化住宅：地震時に府民
の命を守ることを最優先として、耐
震化を含め、耐震シェルター、耐震
ベッド、感震ブレーカーや家具の転
倒防止等住宅の減災に関する幅広い
対策を施された住宅で、府独自で設
定したもの
・消防団、自主防災組織等と連携
し、室内の安全対策事業、住宅用火
災警報器の設置事業等の一層の推進
・家具の固定化等、居住空間の安全
確保に関するポータルサイトを充実
させる
・耐震シェルターについて情報提
供、助成

●危機管理
部、●建設
交通部、市
町村

・家具固定率　45.2％(R3) ※R3府
独自調査
・府職員出前語らい、地震に強い住
まいづくりフェア、防災訓練等で耐
震化と共に啓発を実施
・府ホームページにて家具の固定化
等、居住空間の安全確保に関する内
容を掲載
・耐震シェルターの補助制度を創設
（H28）
　・実施市町村　24市町村（令和４
年５月末時点）
　・補助件数　㉘4件 、㉙2件、㉚2
件、R元0件、R2 1件、R3 0件、R4 0
件（R5.1末時点）
　・H30年度から、高齢者等の居住
条件を撤廃

○ ○ ○

143

○発災時の賃貸住宅提供のための体
制を整備する
＜マニュアルに則した訓練を実施す
る＞

●建設交通
部、●危機
管理部、市
町村

R２年度
・Ｒ３完成に向けて、賃貸住宅関連
団体と連携し、応急仮設住宅供給マ
ニュアル案を作成
・賃貸住宅関係団体との災害時応援
協定を修正して締結
・市町村への説明会を実施
R3年度
・応急仮設住宅事業マニュアルを策
定
R４年度
・京都市、協定締結団体と体制整備
に向けて協議

○ ○ ○

144

○発災時の応急住宅建設のための体
制を整備する
＜マニュアルに則した訓練を実施す
る＞
・マニュアルに基づき、適地・候補
地の確認・精査を行う

●建設交通
部、●危機
管理部、健
康福祉部、
市町村

・毎年度候補地の更新作業実施（市
町村照会等）
・応急仮設住宅事業マニュアルを策
定（R3）
・（一社）プレハブ建築協会と京都
市との三者協定締結（R3.９.1）

○ ○ ○

184

○新たな総合防災情報システムの整
備を行う
＜令和３年度までに整備＞ ●危機管理

部

・訓練や実際の災害対応をふまえ、
随時システム改修を実施
・総合防災情報システムの更新
（R1：基本設計、R2：詳細設計・本
体構築）
・R3年4月1日運用開始

◎ ◎ ◎

188

○防災・防犯メール登録者数の拡大
＜登録者１０万人を目指す＞

●危機管理
部、市町村

登録数：
56,533人（H28.3）、60,152人
(H29.3）、63,612人（H30.3)、
69,728人（R1.3）、76,889人
（R2.3）、84,880(R3.3)、20,687人
（R4.3）、27,755人（R5.2）

○ ○ ○

198

○大規模地震発生時における被災情
報の収集や地域の災害対策活動を行
うための防災エキスパートネット
ワークを構築する
＜すべての事務所において、防災エ
キスパートとの意見交換会を毎年開
催する＞

●近畿地方
整備局

毎年、防災エキスパートとの意見交
換会を継続して実施し、防災エキス
パートとのネットワークを構築して
いる。

○ ○ ◎



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

218

○医療機関と搬送機関の情報共有、
連携体制を強化する
・災害時医療情報入力訓練を実施
し、各機関のシステムへの入力率向
上を図る＜全医療圏で入力訓練を実
施する＞

●健康福祉
部、医療機
関、市町
村、消防組
合

・基幹災害拠点病院を中心にシステ
ム研修を実施
・地域災害連携協議会において災害
研修を実施 ○ ○ ○

224

○埋火葬広域連携体制を確保する
＜訓練実施により広域火葬計画の実
効性確保＞

●文化生活
部

訓練の実施方法について検討

△ △ △

226

○全市町村で指定避難所の整備状況
を把握し、機能強化を実施する
・各避難所の整備状況の把握
・整備が進んでいない避難所の機能
強化
＜市町村に対する整備方針のアドバ
イス＞
＜避難所整備に係る補助金の支給等
＞

●危機管理
部

・避難所等緊急実態調査の実施、市
町村別の調査報告書の作成、報告会
の開催（R2）
・避難所等確保緊急促進事業費補助
金の支給（R2）
・避難所運営訓練等支援費補助金の
支給（Ｒ3）

◎ ◎ ◎

227

○避難所の耐震化を進める
＜耐震化率100％を目指す＞

●危機管理
部、施設所
管部局、教
育庁、市町
村

・耐震化率
　R2:96.2%(3,625/3,767)
　R3:96.7%(3,640/3,766)
　R4:96.2%(3,019/3,136）※暫定値
　※防災拠点となる公共施設のう
ち、文教施設、県民会館・公民館
等、体育館、その他の合計

○ ○ ○

229

○各市町村に応じた災害時における
車中泊避難対策を進める
＜「熊本地震を踏まえた車中泊避難
対応検討会」取りまとめ（平成29年
３月）を踏まえ、全市町村で地域に
応じた車中泊避難対策を推進する＞
例）・大規模駐車場など車中泊避難
場所のリストアップ
・車中泊避難場所における運営マ
ニュアルの整備
・車中泊避難者の状態把握
・エコノミークラス症候群防止を初
めとした環境整備及び健康対策の実
施

●市町村、
危機管理部

R2年度
・R3.1に意向確認のための意見照会
を実施。
・車による避難・安全確保の考え方
を整理
・市町村に対し、車中避難場所のリ
ストアップを依頼中
R3年度
・市町村・府の公共施設の車中避難
場所をＨＰ上で公表
・市町村と調整しながら、民間施設
の車中避難場所を確保し、ＨＰ上に
公表（Ｒ4.4.1）
・広域車中避難場所運用マニュアル
の策定
・山城総合運動公園・丹波自然運動
公園に資機材を配備

○ ◎ ◎

234

○男女共同参画の視点での避難所運
営について普及啓発を行う
・避難所運営ガイドを活用し、市町
村職員及び関係団体等・府民へ周
知・啓発する
＜避難所設営体験講座　計25回＞

●文化生活
部

・避難所設営体験講座実施（R2:４
回 R3:10回 R4:8回 ）

○ ○ ○



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

238

○住民、避難者の健康管理体制を確
保する
＜府保健師活動マニュアル等に基づ
いた訓練を実施する＞
＜すべての市町村において、保健所
と連携した災害時保健活動体制を確
立する＞

●健康福祉
部、危機管
理部、市町
村

R2年度
・中丹振興局管内で市町と連携した
訓練を実施
・保健所・市町村統括保健師長を対
象に、府保健師活動マニュアル及び
避難所運営における新型コロナウイ
ルス感染症への対応マニュアル（R2
策定）を参考とした各市町村ごとの
避難所運営マニュアルの策定につい
て協議
R3年度
・保健所統括保健師を対象に市町と
連携した避難所運営における新型コ
ロナウイルス感染症への対応につい
て検討
R4年度
・山城振興局内の府総合防災訓練に
おいて、市町村と連携した訓練を実
施

○ ○ ○

239

○被災地、避難所等の衛生環境を確
保する
・衛生環境維持対策の支援体制の維
持
・避難所における食品衛生確保ガイ
ドラインの普及＜会議・研修会にお
けるガイドラインの普及啓発　25回
＞

●文化生活
部、危機管
理部、市町
村

自治体職員や特定給食施設従事者等
に対し、災害時に備えた食の安全確
保対策についての研修会を開催する
ことにより、ガイドラインの普及啓
発を行った。（R2：7回、R3：3回、
R4：5回）

○ ○ ○

240

○被災者のメンタルケアの充実を図
る
＜ＤＰＡＴを３０名養成する＞
・ＤＰＡＴ活動マニュアルを作成す
る
・他府県等、外部からの派遣、支援
の受援体制を強化する
・他府県等、外部への派遣支援の応
援体制を維持する

●健康福祉
部

ＤＰＡＴ養成研修の実施
R２時点：２０名養成
R３時点：２９名養成
Ｒ４時点：３５名養成

○ ○ ○

245

○電気自動車等の貸与に係る協力体
制の強化等を図る
＜協定活用マニュアルの見直し＞
＜図上訓練の実施＞
・電気自動車等の展示により活用方
法を周知・啓発する

●総合政策
環境部

・R2.11　京都オールトヨタ（計８
社）と「地域防災力の向上を目指し
た地域社会の連携に関する協定」を
締結し、協力体制の強化等を図っ
た。
・協定活用マニュアルの策定(R3)
・R3.11 京田辺市の防災訓練におい
て、協定に基づき、京都オールトヨ
タと連携して給電車両の運用訓練を
実施し、併せて車両展示等による啓
発を実施。
・R4.9　京都府総合防災訓練におい
て、協定に基づき、三菱自動車工
業・トヨタ販売店と連携して給電車
両の展示を実施。その他、府内市町
村の防災訓練にも展示と啓発活動を
実施

○ ◎ ◎



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

252

○避難所における要配慮支援を進め
る
・要配慮者支援が必要な全ての小学
校区で福祉避難所等を設置する＜
100％＞

●健康福祉
部、市町村

・福祉避難所を設置すべきと判断さ
れる小学校区数のうち福祉避難所設
置済み

○ ○ ○

266

○「公的備蓄等に係る基本的な考え
方」等に基づき、市町村が必要な備
蓄量を整備する
＜すべての重点備蓄品目について全
市町村の合計充足率100％を目指す
＞

市町村、●
危機管理部

・充足率：市町村
食糧：303.2％
水：188.2％
毛布：69.9％
簡易トイレ：355.3％

○ ○ ○

303

○災害廃棄物処理計画を改善する
・必要に応じて府の計画の見直し・
改善を行い、訓練を実施する
・市町村の計画策定を支援する＜全
市町村で計画策定＞

●総合政策
環境部、市
町村

・市町村の災害廃棄物処理計画の策
定支援として、アドバイザー派遣等
を実施(R2)
・災害廃棄物処理計画策定　12市町
村(R2末)
・市町村の災害廃棄物処理計画の策
定支援として、アドバイザー派遣等
を実施・完了（R3）
・災害廃棄物処理計画策定　16市町
村（R３年度末）19市町村（R４年度
末）

○ ○ ○

311

○企業における事業継続体制を確保
する
　＜中堅企業の過半数で策定を目指
す＞
・企業における事業継続計画の策
定、訓練の実施
・関西広域連合と連携し、事業継続
計画の普及
・BCPの講演会・策定支援ワーク
ショップ等の開催
・初動の危機対応に重点を置いたＢ
ＣＰのひな形を提示

●危機管理
部、企業、
商工会議所
等経済団
体、商工労
働観光部、
市町村

・BCP策定済み中堅企業（全国）：
40.2％（R3国調査）
・包括連携協定を締結した東京海上
日動火災保険㈱と連携して、BCP策
定支援セミナーを開催（R2 3回、55
社参加、R３ 3回、約５０社参加、
R4 3回、61社参加）
・京都ＢＣＰ企業交流会を開催（R2
76社参加 、R4 61社参加）

○ ○ ○

312

○中小企業のＢＣＰ等の策定を支援
する
・商工会議所、商工会が市町村と共
同で作成する事業継続力強化支援計
画を認定＜全ての商工会議所、商工
会（市町村）について認定＞
・中小企業に対し、事業継続力強化
計画の策定を啓発・支援

●商工労働
観光部、危
機管理部、
商工会議
所・商工
会、市町村

事業継続力強化支援計画策定済み商
工会等
R2 : ３団体（累計）
R3 : ７団体（累計）
R4 ：１３団体（累計） ○ ○ ○

315

○下水道を有する市町村で下水道
BCPを見直す
＜令和6年度までに全市町村で見直
し＞ ●建設交通

部、市町村

【2019マニュアルに基づく下水道Ｂ
ＣＰの見直し率】
基準値:11/24*100=45.8%(R元.5月
末)
R２年度実績:13/24*100=54.1%
R３年度実績:24/24*100=100%

○ ◎ ◎



◎完了・定着化　○実施　△検討　×未着手　

番号 推進事業 担当部局等 実績 進捗状況

R2 R3 R4 R5 R6

322

○災害時における観光客保護対策を
進める
＜全市町村で地域に応じた観光客保
護対策を推進する＞
例）・市町村の参考となる観光客保
護対策の方針を作成する
・観光客支援マニュアルの整備
・情報伝達等避難誘導方法の確立
・一時的な避難施設の確保
・観光客保護を想定した訓練等の実
施
・観光連盟・観光協会と連携・情報
共有

●危機管理
部、商工労
働観光部、
京都市、●
市町村、警
察、防災関
係機関等、
観光協会等

・協定の締結等による一時滞在施設
の確保　7市町村
・京都駅帰宅困難者対策訓練に参加
・京都駅周辺地域都市再生緊急整備
協議会都市再生安全確保計画部会へ
の参画
・旅館ホテル生活衛生同業組合と避
難者への場所の提供に関する協定を
締結（R2）

○ ○ ○

323

○観光客（外国人含む）への情報提
供体制を構築する
・(社)府観光連盟会員団体等への情
報提供
・同連盟案内における情報提供
・放送事業者等との連携強化（FMコ
コロとの協定等）
・旅館・ホテル等へ観光連盟HPへの
リンクをQRコードにより周知＜毎年
＞

危機管理
部、●商工
労働観光
部、京都
市、市町村

・(社)府観光連盟会員団体等への情
報提供

○ ○ ○

327

○重要文化財建造物とその周辺地域
の総合的な防災対策を進める
・京都府・京都市が連携した防災対
策の実施
・地震時にも使用可能な水利、管
路、消火施設の整備
・文化財所有者と地域住民等との共
助体制の構築（地域住民等も含めた
防災訓練の実施、文化財市民レス
キュー体制の構築など）＜東福寺と
その周辺地域で総合的な防災体制を
整える＞

●教育庁、
危機管理
部、京都
市、市町
村、消防組
合

・東福寺とその周辺地域を含む総合
的な防災対策を進める協議会をH27
～30年度にかけて開催し、防災計画
を策定。（府市参加）
・東福寺境内における消火設備・自
動火災報知設備の更新を、国庫補助
を受けて、R2～6年度までの5か年事
業として実施中。

○ ○ ○

◎ 7 8 13

○ 65 65 60

△ 3 2 2

× 0 0 0

計 75 75 75


